
　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数については、令和２年４月１日現在の人数です。

　　　　　また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含みません。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていますが、

　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

　　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
　　　　（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を
　　　　100として計算した指数です。

　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域
　　　　手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて
　　　　補正したラスパイレス指数。
　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給
　　　　率）により算出。）

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

千円 千円

令和２ 1,236 4,398,853 863,248 1,746,218 7,008,319 5,670 6,161

年度 人 千円 千円　　　　　千円 千円

（参考）類似団体平均

(Ａ) 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ) 給与費 Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

区分 職員数 給 与 費 （参考）一人当たり

　　　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円　　　　　　％　　　　　　　　　　　％

令和２ 156,254 89,290,713 3,995,620 12,866,363 14.4 14.1

年度 人

１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口

(令和３年１月１日)　　　　　　Ａ

歳 出 額 （参考）

今治市の給与・定員管理等について

人 件 費 率

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

実 質 収 支 人 件 費

令和元年度の人件費率

（H30.4.1）

95.0

(95.0) 

（H30.4.1）

99.6

(99.6)
（R3.4.1）

98.8

(98.8)
（R3.4.1）

95.5

(95.5)

（R3.4.1）

99.3

(99.3) 

（H30.4.1）

99.1

(99.1)
（H31.4.1）

95.3

(95.3)

(H31.4.1)

99.5

(99.5) 

(H31.4.1)

98.9

(98.9) 
（R2.4.1）

95.5

(95.5)

（R2.4.1）

99.5

(99.5)

（R2.4.1）

98.9

(98.9) 

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

今治市 類似団体平均 全国市平均

1



①給料表の見直し

［　実施　］

実施内容（実施時期、平均引下げ率、経過措置の有無等具体的な内容）

　

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

派遣などにより職員が地域手当の対象となる地域に居住する場合は、見直し後の国基準の支給割合に準じた地域手
当を支給するよう見直しを実施。（平成27年４月１日実施）

（支給割合）今治市は国基準における地域手当の対象外のため０％

平均年齢

45.3

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年４月１日実施）

（国比較ベース）

42.2

355,595

352,408

407,153

321,600

区　　分 平均給与月額平均給料月額

325,827

303,929

345,960

212,600

―

266,450263,200

285,200

322,585 ―

― ―288,000

対応する民間
の類似職種

公　　務　　員

平均給与月額
平均給料月額

51.5 ―うちその他技術員

43.3

平均給与月額

―

―― ―328,603

―

国 50.9 2,201

49.6 74 345,214

286,947

299,467類似団体

―

14 321,465

愛媛県 54.8

―

―333,400 ―

―

うち学校給食員 51.6

202 368,171 ―

26 308,600 ―

うち清掃職員 60.7

1.39

46.6

―

10 295,910 調理士 46.5292,040

廃棄物処理従業員

296,481 ―

304,600 0.93

―

―

411,838

281,950

平均給与月額
平均年齢

（Ｂ）

今治市 52.3

365,826

393,645

43.0

（国比較ベース）

285,000

類似団体

今治市

区　　分

（Ａ）

319,893

愛媛県 415,813

国

322,700

 (4)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

【実施時期】　平成27年４月１日から

【平均引き下げ率】　約２％（行政職給料表（一））

【経過措置の有無】　激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

【その他】　他の給料表については、行政職給料表（一）との均衡を踏まえて見直しを実施。

参考

平均年齢 職員数

民　　間

平均給与月額
Ａ/Ｂ

2

―

2



円 円

円 円

（2) 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

技能労務職

155,674

185,500

― 328,000 336,500

経験年数２５年経験年数１０年 経験年数２０年

―

―

150,600

189,643

　　　　べての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除

182,200

　

（注）１　「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす

――うちその他技術員

高　校　卒 152,800

　おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

高　校　卒

一般行政職 大　学　卒 265,500 348,800 367,200

中　学　卒 141,900 132,961

区　　　　　分

高　校　卒 150,400 148,639

　　　　いたもの）で算出しています。

区　　　　　分 今　治　市 愛　媛　県 国

一般行政職 大　学　卒

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成29～31年度の３年平均)

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員に

うち学校給食員 4,844,920 2,876,200 1.68

　のではありません。

今治市 ― ― ―

うち清掃職員 4,588,300 4,236,800 1.08

区　　分

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
Ｃ/Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

経験年数３０年

387,200

368,500

―

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも

3



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）

（注）１　今治市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

６　　級 支所長・本庁課長
人

264,200

円

　　　　　　　　％

51

468,600

231,500 350,000

円

円

447,500

円 円

円

319,200

円

410,200

362,900

円

381,000

円

408,100

円

円 円

289,700 393,000

146,100 247,600

円 円

195,500 304,200

円

円

１号給の
給料月額

８　　級 部長
人　　　　　　　　％

11 1.5

７　　級 次長・支所長
人　　　　　　　　％

12 1.6

6.7

５　　級 支所課長・課長補佐
人　　　　　　　　％

137 18.1

４　　級 課長補佐・係長
人　　　　　　　　％

197 26.0

３　　級 係長・主査
人　　　　　　　　％

181 23.9

２　　級 職員（役職無し）
人　　　　　　　　％

106 14.0

標準的な職務内容 職員数 構成比
最高号給の
給料月額

１　　級 職員（役職無し）
人　　　　　　　　％

62 8.2

区　　分

１級

8.2%

１級

9.4%

１級

6.3%

２級

14.0%

２級

12.0%
２級

11.2%

３級

23.9%

３級

26.2%

３級

35.1%

４級

26.0%

４級

24.1%

４級

21.6%

５級

18.1%

５級

19.2%

５級

16.2%

６級

6.7%

６級

6.5%
６級

6.1%

７級

1.6%

７級

1.3%

７級

2.3%
８級

1.5%
８級

1.3%

８級

1.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和３年度の構成比 前年度の構成比 ５年前の構成比
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（2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一）（令和３年４月１日現在）

（3) 昇給への人事評価の活用状況（今治市）

イ．

ロ．

　　標準の区分のみ（一律）

　活用予定時期

人事評価を活用している

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

管理職員
令和3年4月2日から令和4年4月1日

までにおける運用

昇給実績が
ある区分

人事評価を活用していない

○ ○ ○ ○

　活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績が
ある区分

一般職員

昇給可能な
区分

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

昇 給

今治市（R３）

国家公務員（R３)

国10級

国９級

国８級
国７級

国６級

国５級

国３級

国２級

国１級
市１級

市３級

市２級

市５級

市４級

市７級 市６級

市８級

国４級

給

料

月

額

令和３年４月１日時点
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（今治市）

イ．

ロ．

（2) 退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度 最高限度

その他の加算措置

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

基
本
額

47.709

令和３年度中における運用

人事評価を活用している

　　上位、標準、下位の成績率

　　上位、標準の成績率

○○

　活用予定時期

人事評価を活用していない

その他の加算措置

国の制度(支給率)

20.0

646,560

20.0東京都特別区

・管理職加算　15 ～ 25％

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度普通会計決算）

・管理職加算　10 ～ 25％

基
本
額

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５ ～ 20％ ・役職加算　５ ～ 20％ ・役職加算　５ ～ 20％

　活用している成績率

0.900.90

支給実績が
ある成績率

1.45 1.45 0.90 1.45

―
1,523 1,571

2.55 2.55 2.55 1.901.90

今　治　市 愛　媛　県 国

愛媛県今治市 0.0 ― 0.0

１人当たり平均支給額（令和２年度） １人当たり平均支給額（令和２年度）

1.90

月分

月分

647

20,474１人当たり平均支給額 7,275

支給実績（令和２年度普通会計決算）

一般職員管理職員

○ ○

　　標準、下位の成績率

　　標準の成績率のみ（一律）

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

月分

24.586875

33.27075

47.709

自己都合

19.6695

28.0395

39.7575

47.709

月分

自己都合　 応募認定・定年

24.586875

33.27075

月分

今　治　市

応募認定・定年

月分

月分

月分 月分

月分47.709

月分

月分

月分

月分

19.6695

28.0395

39.7575

国

定年前早期退職特例措置

（２～45％加算）

定年前早期退職特例措置

（２～45％加算）

―

47.709

47.709

月分

月分
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 (4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

7,950

１件　3,000円

１日　３００円

40.8

15,774

1

0

千円110

千円

１件　３００円

千円

千円

１日　２００円千円

千円

１日　５００円

１日　３００円

１日　２００円
建築現場等で地上１０メートル以上の壁面で作業に従事した
職員

桟橋昇降等非常時において港湾施設内等で海上作業を伴う業
務に従事した職員

深夜(22時～5時)に招集され、緊急業務に従事した職員
(時間外勤務手当が支給される職員)

深夜呼出勤務手当
深夜(22時～5時)に招集され、緊急業務に従事した職員
(時間外勤務手当が支給される職員を除く。)

1,086

122

146

166

85

樹木のせん定で地上３メートル以上の高所で作業に従事した
職員

用地買収(補償を含む。）交渉事務に従事した職員

60

円

％

令和２年度
支給単価

千円

ケースワーカー手当 １日　２００円千円

死亡人取扱手当 １体　10,000円

１日　２００円

支給実績
(令和２年度）

6

3

6

千円

千円

手当の名称 主な支給対象職員

要保護世帯のため外勤した職員

ごみ処理場内又は最終処分場内で、整備、修理、運転等作業
に従事した職員

犬猫死体処理又は野犬等捕獲作業に従事した職員

１日　３００円

千円

千円

千円

１日　３００円

１日　２００円

１件　５００円

税等外勤して滞納金の徴収及び納入の督励に従事する職員

千円

１日　２００円

令和３年度
支給単価

滞納整理業務手当

１件　1,000円

１件　３００円

用地交渉手当 １日　２００円

高所等危険作業手当

１日　３００円

１日　２００円

清掃等作業手当

１日　４００円

１日　５００円

し尿採取若しくは汚泥除去若しくはし尿貯留槽内の点検、清
掃若しくは修繕又は汚水管渠内作業に従事した職員

税等の搬出等業務(交付要求等書類手続業務を除く。)に従事
する職員

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（平成10年法律第114号）第6条第2項から第5項まで並びに第
7項及び第8項に規定する感染症の防疫作業に従事した職員防疫等作業手当

１日　３００円

１日　３００円

１日　３００円

１体　10,000円

832

90

33 千円

千円

１件　３００円

１日　３００円

千円

１件　５００円

死体処理に従事した職員（養護老人ホームに勤務する職員は
１体1,000円）

１日　４００円

急傾斜法面における除草又は清掃作業に従事した職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度普通会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度普通会計決算）

支給実績（令和２年度普通会計決算）

樹木等の消毒作業に従事した職員

１件　1,000円

１件　3,000円657 千円

1日　７３０円
(業務が日没時
から日出時ま
での間に行わ
れた場合に
あっては365円
を、業務が著
しく危険であ
ると市長が認
める区域で行
われた場合に
あっては730円
をそれぞれ加
算)

災害応急作業等手当

異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するお
それのある現場で行う巡回監視、災害状況調査等に従事した
職員

0 千円

1日　４８０円
(業務が日没時
から日出時ま
での間に行わ
れた場合に
あっては240円
を、業務が著
しく危険であ
ると市長が認
める区域で行
われた場合に
あっては480円
をそれぞれ加
算)

異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するお
それのある現場で行う応急作業に従事した職員

0

夜間特殊業務手当
養護老人ホームにおける介護の業務について、正規の勤務時
間による勤務の全部又は一部が深夜（22時～5時）において
行われる業務に従事した職員

518 千円

1回１,６００
円
（深夜（22時
～5時における
勤務時間が2時
間に満たない
場合にあって
は、600円）

7



（注）手当ごとの支給実績には、普通会計以外の会計（水道企業会計除く）からの支給額を含みます。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

１件　1,000円

１勤務日
５００円

１勤務日
２００円

１件　１００円出勤手当

深夜（22時～５時）に召集され、緊急業務に従事した消防吏
員（時間外勤務手当対象外職員は１件3,000円）

33 千円

１件　1,000円

１勤務日
１００円

１件　1,000円

１勤務日
５００円

千円

１勤務日
１５０円

１件　１００円

千円

千円

千円

1,659

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数
（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

130

地上１０メートル以上の屋外で消防業務に従事した消防吏員

41

45

死亡人取扱手当

潜水用具を使用して潜水業務に従事した消防吏員

潜水手当
潜水用具を使用して訓練に従事した消防吏員

高所作業手当

消火（原因調査を含む。）及び救助作業に従事した消防吏員

1,289

千円

１件　1,000円

454

支給実績（令和元年度普通会計決算）

１件　3,000円

１件　1,000円千円

１件　3,000円

死亡人取扱（疾病による場合を除く。）に従事した消防吏員

292職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算）

１件　1,000円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度普通会計決算） 281

千円

千円

252,306

新型コロナウイルス感
染症対応手当

下に掲げる作業以外の作業

12

164

救急業務に従事した救急救命士

救急業務に従事した消防吏員

支給実績（令和２年度普通会計決算） 239,172

消防救急艇に乗務（訓練含む。）した職員

566

深夜(22時～5時)に招集され、緊急業務に従事した消防吏員
(時間外勤務手当が支給される消防吏員)

消防救急艇の操船業務（訓練を含む。）に従事した船舶海技
の資格を有する消防吏員

千円

１件　１５０円

１件　１００円

千円

１勤務日
１５０円

１勤務日
１００円

１件　１００円

１件　１５０円

深夜呼出勤務手当

１勤務日
２００円

27

１日　3,000円

１日　4,000円
新型コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのある者
の身体に接触して又はこれらの者に長時間にわたり接して行
う作業その他市長がこれに準ずると認める作業

0

56

千円

千円
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（6) その他の手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

325 千円

7,953

78,586

189,279

53,567 千円

19,289

111,035

千円

千円

千円

千円171,452

同

休日勤務手当 同

支給金額が
異なる

管理職員
特別勤務手当

同

住居手当 やや異なる

通勤手当 やや異なる

内容及び支給単価手　当　名 国の制度との異同

扶養手当 同

支給実績
(R２普通会計)

①交通機関など利用者･･･定期券等購入代金相当額・
限度額55,000円（西瀬戸自動車道利用者は別途限度
額設定）

②交通用具使用者
　 2～ 5km 2,000円   5～10km 4,200円
  10～15km 7,100円　15～20km10,000円
  20～25km12,900円  25～30km15,800円
　30～35km18,700円  35～40km21,600円
  40～45km24,400円　45～50km26,200円
  50～55km28,000円  55～60km29,800円
　60km以上 31,600円

夜間勤務手当

管理職手当

職員が正規の勤務時間外又は週休日等に宿直又は日
直を行った場合に支給
・4,400円／１回

休日等における正規の勤務時間中に勤務した職員に
支給
・勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額に
100分の135を乗じて得た額

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時
までの間に勤務した職員に支給
・勤務１時間当たりの給与額に100分の25を乗じた得
た額

管理又は監督する地位にある職員に対して支給
・部長級　94,000円
・次長級　72,000円
・課長級　65,000円
・課長補佐級（副参事・支所住民サービス課長、当
直勤務又は建築主事）
　47,300円
・課長補佐級（副参事）　41,900円
・課長補佐級（参事補・当直勤務又は建築主事）
　41,900円
・課長補佐級（参事補）　31,000円

管理職手当を支給される職員が、臨時又は緊急の必
要により週休日等以外の日の午前零時から午前５時
に勤務した場合若しくは週休日又は休日に勤務した
場合に支給
・週休日又は休日
　管理職手当の額の区分に応じて6,000円～12,000円
/１回の定額
・週休日等以外午前零時～午前5時
　管理職手当の額の区分に応じて3,000円～6,000円/
１回の定額

宿日直手当 同

①配偶者
　【行政職給料表（一）】
　・職務の級：８級（部長級）　　　3,500円
　・職務の級：７級（次長級）以下　6,500円
②子　１人につき10,000円
　・高校生、大学生については、5,000円加算
③配偶者及び子以外
　【行政職給料表（一）】
　・職務の級：８級（部長級）　　　3,500円
　・職務の級：７級（次長級）以下　6,500円

借家・借間
・月額23,000円以下の家賃の場合　家賃額―12,000
円
・月額23,000円を超え55,000円未満の家賃の場合
（家賃額－23,000円）×1/2＋11,000円
・月額55,000円以上の家賃の場合　27,000円
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５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（算定方法）

（支給時期）

６　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人

人

人

人

人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数で、休職者や派遣職員を含み、臨時又は非常勤職員を除いている。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

492,000 562,000

副 議 長

648,000 520,000

給 料 月 額 等

[ 0 ］

合　　計
1,363 1,333 △ 30

＜参考＞

人口１万人当たり職員数 85.31
[　1,845　］ [　1,845　］

小 計 127 121 △ 6

下 水 道 33 35 2
そ の 他 49 44 △ 5

交 通 3 3 0

（類似団体の人口
１万人当たり職員数） 67.60

公
営
企
業
会
計

等
部
門

水 道 42 39 △ 3

小 計

＜参考＞
1,236 1,212 △ 24 人口１万人当たり職員数 77.57

教 育 部 門 117 113 △ 4
消 防 部 門 216 216 0

903 883 △ 20 人口１万人当たり職員数 56.51
（類似団体の人口
１万人当たり職員数） 50.36

土 木 145 139 △ 6

計

＜参考＞

農 林 水 産 67 66 △ 1
商 工 59 54 △ 5

101 99 △ 2
労 働 2 2 0

△ 3
民 生 264 259 △ 5

0
総 務 企 画 199 201 2

令和３年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 9 9

税 務 57 54

衛 生

　　（令和２年度支給割合）

　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

退
職
手
当

　任期ごと

期
末
手
当

主 な 増 減 理 由
令和２年

副 議 長 3.35
議 員

議 長 585,000

市 長 　　（令和２年度支給割合）

副 市 長 3.35
議 長

529,000 581,000 465,000

議 員

1,075,000 600,000

副 市 長 807,000 883,000

420,000

705,500

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 982,000

報

酬

　今治市特別職の職員の退職手当に関する条例の規定に基づき、
退職の日におけるその者の給料月額に在職月数（48月を超えると
きは、48月）を乗じて得た額に市長は100分の48を、副市長は100
分の32を乗じて得た額

市 長

区 分

副 市 長
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（2）年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

　

（3）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）各年度における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

1,2361,245

214

131

教　育

124公営企業等会計　計

1,391 (▲ 4.2%)

▲ 10 (▲ 7.6%)127 127

▲ 58

125

(0.9%)

121

(▲ 6.5%)

1,333

普通会計　計 1,236

1,363 1,333総合計 1,369 1,363 1,341

1,260 1,212

213 217 216 216消　防

R３年

1,216 ▲ 48 (▲ 3.8%)

117 (10.8%)

216 2

113106104 109

77

▲ 61894

140

過去５ 年間の
増減数（率）

11

54

R２年

928

人

108 116

人人 人

910

人

126

102

一般行政 903 883

H30年 R元年

944

H28年 H29年
　　　　　　　年　度
部　門　別

163

人

206 183

人

以上

人 人
職員数

人 人 人 人

2 57 101

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 51歳 55歳 59歳

～

44歳36歳

～ ～

43歳 47歳

～

48歳

～

52歳 56歳 60歳

～ ～

40歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

～ ～ ～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

未満
20～
23

24～
27

28～
31

32～
35

36～
39

40～
43

44～
47

48～
51

52～
55

56～
59

60

以上

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数については、令和２年４月１日現在の人数です。

　　　　　また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員は含みません。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていますが、

　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

　②職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　③職員の手当の状況

　　ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

平均年齢

44.9

45.3

 (1) 水道企業会計

65,005

614,783

261,802

平均月収額

　　計　Ｂ

0.90

2.55

1.45 0.90

年度

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５ ～ 20％

2.55

1.45

・役職加算　５ ～ 20％

基本給

358,900

千円

職員手当

　①職員給与費の状況（決算）

区分 職員給与費

Ａ 給　 料

令和２

年度 人

令和２ 261,802491,6318,634,670

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

　　　　　　％　　　　　千円

区分

千円

給与費 Ｂ／Ａ

千円

35,144

期末・勤勉手当

　　　　　千円

161,653

3.9

6,545

千円

　　　　　千円

40

3.0

職員数

一人当たり給与費

千円

6,045

総費用

　　　　　　％

　　　　　　Ａ

総純益又は
実質収支

Ｂ

　　　　　千円

（参考）R元年度
総費用に占める
職員給与費比率

１人当たり平均支給額（令和２年度） １人当たり平均支給額（令和２年度）

502,816335,096

今治市（水道企業会計）

1.90

団体平均

水道企業会計 一般行政職

1,625 1,493

1.90

区　　分

指定都市を除く)平均

（参考）市町村(政令
一人当たり給与費
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　　イ 退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度 最高限度

その他の加算措置

　　ウ 地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

　　エ　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

　　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

月分 39.7575

33.27075 月分 28.039528.0395 月分 33.27075 月分
基
本
額

自己都合　 応募認定・定年

19.6695 24.586875 月分 19.6695 24.586875 月分

１件　3,000円
深夜呼出勤務手当

深夜（22時～５時）に召集され、緊急業務に従事した職員
(時間外勤務手当が支給される職員を除く。)

9 千円 １件　3,000円

１件　1,000円
深夜（22時～５時）に召集され、緊急業務に従事した職員
(時間外勤務手当が支給される職員)

23 千円

555

支給実績（令和元年度決算）

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の

　　　　　総職員数(管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。)です。

15,957

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 499

支給実績（令和２年度決算） 16,649

用地交渉手当 用地買収（補償を含む。）交渉事務に従事した職員

手当の名称

支給実績（令和元年度決算）

6 千円 １日　２００円 １日　２００円

徴収手当 外勤して滞納使用料の集金に従事した職員 0 千円 １日　２００円 １日　２００円

円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度） 30.0

愛媛県今治市 0 0.0

％

円

１件　1,000円

支給実績
(令和２年度）

令和２年度
支給単価

0.0

主な支給対象職員
令和３年度
支給単価

支給実績（令和２年度決算） 69,000

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 5,750

（２～45％加算） （２～45％加算）

0

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

基
本
額

月分

月分

月分

月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

自己都合 応募認定・定年

水道企業会計 一般行政職

月分

月分

月分 47.709 月分

47.709 47.709 月分 47.709 47.709 月分

39.7575 47.709

漏水作業手当 汚泥等を伴う公道面漏水の復旧に従事した職員 31 千円 日額　３００円 日額　３００円
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　　カ　 その他の手当（令和３年４月１日現在）

管理職員
特別勤務手当

管理職手当を支給される職員が、臨時又は緊急の必
要により週休日等以外の日の午前零時から午前５時
に勤務した場合若しくは週休日又は休日に勤務した
場合に支給
・週休日又は休日
　管理職手当の額の区分に応じて6,000円～12,000円
/１回の定額
・週休日等以外午前零時～午前5時
　管理職手当の額の区分に応じて3,000円～6,000円/
１回の定額

同

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

通勤手当

①交通機関など利用者･･･定期券等購入代金相当額・
限度額55,000円（西瀬戸自動車道利用者は別途限度
額設定）

②交通用具使用者
　 2～ 5km 2,000円   5～10km 4,200円
  10～15km 7,100円　15～20km10,000円
  20～25km12,900円  25～30km15,800円
　30～35km18,700円  35～40km21,600円
  40～45km24,400円　45～50km26,200円
  50～55km28,000円  55～60km29,800円
　60km以上 31,600円

同

管理職手当

管理又は監督する地位にある職員に対して支給
・部長級　94,000円
・次長級　72,000円
・課長級　65,000円
・課長補佐級（副参事）　41,900円
・課長補佐級（参事補）　31,000円

同

扶養手当

①配偶者
　【行政職給料表（一）】
　・職務の級：８級（部長級）　　　3,500円
　・職務の級：７級（次長級）以下　6,500円
②子　１人につき10,000円
　・高校生、大学生については、5,000円加算
③配偶者及び子以外
　【行政職給料表（一）】
　・職務の級：８級（部長級）　　　3,500円
　・職務の級：７級（次長級）以下　6,500円

同

住居手当

借家・借間
・月額23,000円以下の家賃の場合　家賃額―12,000
円
・月額23,000円を超え55,000円未満の家賃の場合
（家賃額－23,000円）×1/2＋11,000円
・月額55,000円以上の家賃の場合　27,000円

同

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時
までの間に勤務した職員に支給
・勤務１時間当たりの給与額に100分の25を乗じた得
た額

同

宿日直手当

職員が正規の勤務時間外又は週休日等に宿直又は日
直を行った場合に支給
・4,400円／１回 同

休日勤務手当

休日等における正規の勤務時間中に勤務した職員に
支給
・勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額に
100分の135を乗じて得た額

同
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